
　金融の自由化・国際化の進展、金融技術やITの向上等
を背景にビジネスチャンスが拡大する一方で、それらに伴う
リスクはますます多様化・複雑化しています。
　このような環境の中、当行ではリスク管理を経営の安全性・
健全性を維持するための最重要課題と位置付け、これに
万全の体制で臨んでおります。

　統合的リスク管理

　当行では、業務において保有するすべてのリスクを的確
に把握し、当行の安全かつ健全な経営基盤を確立するため、
「統合的リスク管理規程」を定め、総体的に捉えたリスクを
当行の経営体力（自己資本）と比較・対照する、自己管理型
のリスク管理態勢を整備しています。リスクの種類ごとに
本部の主管部を定め、これらが組織横断的に所管するリスク
の管理を行うとともに、これらのリスクをリスク統轄部が統合
的に管理することにより、リスク管理の一層の強化、充実を
はかっております。
　同時に当行では、主要なリスク（信用リスク、市場リスク、
オペレーショナル・リスク）の計量化を進め、これらに対する
資本配賦を行っております。リスク量については、半期ごとに
見直しを行うリスク管理方針に基づき、配賦資本額をその限
度額として管理しており、算出したリスク量を毎月のALM

会議において経営へ報告する体制としております。加え
て、リスク包括的なシナリオに基づき、各種リスクが同時に
顕在化した場合を想定した統合ストレステストを実施してお
ります。

　自己資本管理

　当行では、業務において保有するすべてのリスクに見合
う十分な自己資本を確保していくため、「自己資本管理規
程」を定め、資本配賦・ストレステスト・自己資本比率にて自
己資本管理を実施しております。
　資本配賦については、頭取を補佐し、業務全般を総括す
る役付取締役を議長とするALM会議でその方針を検討の
うえ、常務会において決定し、半期ごとに見直しを行ってお
ります。具体的には、自己資本比率算出における自己資本
である「コア資本」（経過措置適用前）を配賦資本原資と
し、主要なリスクに配賦しております。配賦額は、過去のリス
ク量実績と総合予算・業務運営方針等を考慮した予想リス
ク量から決定しております。

リスク管理の体制顧客保護等管理の体制

お客さまとのお取引基本方針
　当行は、お客さまの保護及び利便性の向上ならびに業務の健全性・適切性を確保するために､次の方針を遵守いたします。
・お客さまへの説明
　当行は、お客さまへの説明を要するすべての取引や商品・サービスについて、お客さまの知識・ご理解やご経験・ご資産の状況・お取引目的等
に応じた適正な情報提供と説明を行います。
　また、経営相談・経営指導等をはじめとした金融円滑化の観点からも、適切かつ十分なお客さまへの説明を行います。
・ご相談・苦情・紛争等への対応
　当行は、お客さまからのご相談、苦情及びお客さまとの間の紛争には、真摯な姿勢で、公正・迅速かつ適切に対応し、お客さまのご理解と納得
を得て解決するよう努めます。また、お客さまの満足度向上に向けて、お客さまの立場に立った応対に努め、お客さまの視点に立って業務等
の改善に努めます。

　なお、経営相談・経営指導等をはじめとした金融円滑化の観点からも、お客さまからのご相談、苦情及び紛争に適切に対応します。
・お客さまの情報の管理
　当行は、お客さまに関する情報を法令等に従い、適切に取得するとともに、法令等に定める場合を除き利用目的の範囲を超えた取扱いや
お客さまの同意を得ることなく外部への提供を行いません。また、情報への不正なアクセスや情報の流出・紛失等の防止のため、必要かつ
適切な措置を講じます。

・業務の外部委託についての管理
　当行は、お客さまとのお取引きに関連して、当行が行う業務を外部委託業者に委託するにあたっては、お客さまの情報やお客さまへの対応
が適切に行われるよう、努めます。

・お客さまの利益の適正な保護
　当行は、お客さまの利益を不当に害するおそれのある取引等を適切に管理することにより、お客さまの利益を適正に保護するよう、努めます。

　本方針の「お客さま」とは、「当行の業務を利用されている方及び今後利用を検討されている方」をいいます。
　本方針の対象となる「取引」とは、与信取引（貸付契約及びこれに伴う担保・保証契約）、預金等の受入れ、商品の販売、仲介、募集等及び
その他お客さまとの間で業として行われる取引をいいます。
　尚、当行は、お客さまの保護及び利便性の向上ならびに業務の健全性・適切性を確保するために、必要に応じ、この方針を適時見直します。

利益相反管理方針（概要）
　当行は、当行または当行のグループ会社（以下「当行関係者」と総称します）に係るお客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益
相反のおそれがある取引の管理（以下「利益相反管理」といいます）を行う態勢の整備を行うにあたり、次の方針を遵守いたします。

1. 管理の対象となる取引
当行は、本方針に基づき、当行関係者が行う取引のうち、当行関係者が行う業務に係るお客さまの利益を不当に害するおそれのある取引
（以下「対象取引」といいます）を管理します。対象取引として、以下に掲げる取引を想定しております。
（1）お客さまと、当行関係者または他のお客さまの利害が衝突する場合の取引
（2）お客さまと、当行関係者または他のお客さまの利害が競合する場合の取引
（3）上記の他、お客さまの利益が不当に害されると認められる場合の取引

2. 利益相反管理を行う体制
当行は、コンプライアンス統轄部を利益相反管理のための「利益相反管理部署」とし、当該部署の担当役員を「利益相反管理責任者」と
します。利益相反管理責任者は、利益相反の適切な管理を確保する体制を整備し、体制に関する検証を行います。

3. 対象取引の管理方法
対象取引については、以下の方法等により、お客さまの利益を適正に保護します。
（1）対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法
（2）対象取引または当該お客さまとの取引の条件または方法を変更する方法
（3）対象取引または当該お客さまとの取引を中止する方法
（4）対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客さまに適切に開示する方法

4. 利益相反管理の対象となる当行関係者
本方針に基づく利益相反管理の対象となる当行関係者は、以下の通りとします。
（1）株式会社京都銀行
（２）京銀リース・キャピタル株式会社
（３）京都クレジットサービス株式会社
（４）京銀カードサービス株式会社

当行が管理すべき
主要なリスク

リスク管理の
最上位機関

リスク管理の
とりまとめ
（統合管理部門）

リスクごとの
管理（副）主管部

業務運営における
法令等の遵守
リスク管理

当行のリスク管理体制

リスク統轄部

非常事態
対策本部

オペレーショナル・リスク会議信用リスク管理
委員会ALM会議

市場
リスク

自己資本
管理

流動性
リスク

信用リスク

法務リスク
事務リスク システム

リスク

評判リスク
情報リスク

人的リスク 有形資産
リスク

情報セキュリティリスク
オペレーショナル・リスク

証券業務に係る
法務リスク

外国為替業務に
係る法務リスク

個別与信の
信用リスク

市場取引の
信用リスク

リスクの発生
リスクの管理

◎印 主管部　リスクの種類ごとの主管部を定め、所管リスクの体系的（組織横断的）管理を行う。

本部各部室・営業店・グループ会社等の業務運営

本部各部室による業務統轄
本部各部室はその所管業務ごとに営業店、グループ会社等の業務運営を統轄（指導・管理）する。

リスク統轄部
（ALM室） ◎リスク統轄部（オペレーショナルリスク管理室）、事務部、システム部

◎広報部

◎リスク統轄部（信用リスク管理室）

◎証券国際部
◎リスク統轄部
総合企画部

◎コンプライアンス統轄部

◎事務部◎証券国際部
　個人営業部
　コンプライ
　アンス統轄部

◎証券国際部
　コンプライ
　アンス統轄部

◎融資審査部
　リスク統轄部
  (信用リスク
   管理室)

◎証券国際部
　リスク統轄部
  (信用リスク
   管理室)

◎人事部 ◎総務部◎リスク統轄部　
　（オペレーショナル
　リスク管理室）
　 事務部

◎システム部

◎リスク統轄部（　　　 　　　　　）オペレーショナル
リスク管理室

取締役会（代表取締役・取締役）・常務会（代表取締役・役付取締役）

  

各
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で
の
リ
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ク
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理
状
況
の
内
部
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査
（
監
査
部
）

顧客保護　◎コンプライアンス統轄部　営業支援部　個人営業部　証券国際部　リスク統轄部

法令等遵守　◎コンプライアンス統轄部

コンプライアンス
委員会

（平成28年6月29日現在）
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リスク管理の体制

当行のオペレーショナル・リスク管理体制

外
部
監
査

オペレーショナル・リスク会議

オペレーショナル・リスク

事務リスク

○事務部

情報セキュリティリスク
○リスク統轄部（オペレーショナルリスク管理室）

情報リスク
○リスク統轄部

（オペレーショナル
リスク管理室）

事務部

システムリスク
○システム部

証券業務に係る
法務リスク
○証券国際部
　個人営業部
　コンプライア
　ンス統轄部

外国為替業務に
係る法務リスク
○証券国際部
　コンプライア
　ンス統轄部

法務リスク
○コンプライアンス統轄部

人的リスク

○人事部

有形資産リスク

○総務部

○リスク統轄部（オペレーショナルリスク管理室）
事務部、システム部

本部各部室・営業店・グループ会社等の業務運営
※本部各部および営業店等は、担当する業務においてオペレーショナル・リスクの顕在化や管理体制の不備を発見した場合には、オペレーショナル・リスクの各主管部に報告する。

※リスク統轄部は、オペレーショナル・リスクを構成する
　各リスク主管部がとりまとめたリスクを統括管理する。

議　長： 頭取を補佐し、業務全般を総括する役付取締役
副議長： リスク統轄部担当役付取締役、コンプライアンス統轄部担当役付取締役、人事部担当役付取締役、
 総務部担当役付取締役、事務部担当役付取締役、システム部担当役付取締役
議　員： 総合企画部長、広報部長、リスク統轄部長、コンプライアンス統轄部長、営業統轄部長、営業支援部長、個人営業部長、
 公務・地域連携部長、融資審査部長、証券国際部長、人事部長、金融大学校長、総務部長、事務部長、システム部長、
 議員構成部のうち担当役付取締役が議長・副議長を務める部の担当常務執行役員
事務局： リスク統轄部（オペレーショナルリスク管理室）

監
査
役（
会
）

監
査
部
担
当
役
付
取
締
役
・
監
査
部

　
　内
部
管
理
統
括
責
任
者

取 締 役 会

常 務 会

指示 報告

（出席）

（出席）

指示

報告

報告

※ ○印…主管部、無印…副主管部
※ オペレーショナル・リスクの種類ごとに主管部を定め、所管リスクの体系的（組織横断的）管理を行う。
※ 各リスク主管部は、本部各部・営業店等からの報告をもとに、リスクの内容・程度について検証・分析し、必要により担当役員、リスク統轄部に報告する。

指示

　信用リスク管理

　信用リスクとは、与信先の経営状態の悪化等により貸出金の
元本や利息が回収できなくなることや有価証券の価値が減少
することで損失を受けるリスクをいいます。このうち、特に、海外の
与信先の属する国における外貨事情や政治･経済情勢等の
変動により損失を受けるリスクをカントリー･リスクといいます。
　当行では、「信用リスク管理規程」により、管理態勢を定
め、また、信用リスクに関する総合的な管理態勢の整備・確
立をはかるため、リスク統轄部担当役付取締役を委員長と
する「信用リスク管理委員会」を設置し、信用リスク管理の
強化に取組んでいます。
　リスク統轄部信用リスク管理室では、内部格付・自己査定制
度、償却･引当など信用リスク管理の企画・統轄を行うとともに
信用リスクの計量的な分析・把握を行っています。加えて、特
定の取引先、特定の業種等に与信が集中していると、環境の
変化等に伴い、大きな損失が発生する可能性があるため、さまざ
まな角度からポートフォリオの状況を分析し、過度な与信集
中が起こらないよう管理しております。信用リスク量や与信
集中状況については、毎月の信用リスク管理委員会に報告
を行っております。
　また、資産の健全性の維持・向上のために、グループ会社
を含め、資産の自己査定を実施し適正な償却･引当を行っ
ているほか、監査部に専門担当部署として資産監査室を
設け、自己査定の実施状況およびこれに基づく償却･引当の
妥当性を監査しております。
　一方で、個別与信管理においては、営業部門から独立した
審査部門として融資審査部を設け、厳格な審査を行っており
ます。与信を行うにあたっては、融資審査部内の格付審査
の担当が与信先の財務状態、技術力、将来性等に基づき債
務者格付の付与を厳格に行い、それを踏まえ、融資案件審査
の担当が資金使途や返済原資と合わせ総合的に返済能
力を判断しております。
　また、行員の階層別の融資業務研修を実施するなど審査
能力の向上にも注力しております。
　あわせて、融資審査部内に経営支援室を設置し、各種の
経営改善支援策を通じて経営不振先の抜本的な事業再生を
図り、当行資産の健全化に取組んでいるほか、自己査定結
果に基づき、与信先に対して、個別に対応方針を策定するととも
に、継続的なモニタリングを通じ、業況の変化に応じた対
応を実施するなど、リスク管理の強化に努めています。

　市場リスク管理

　市場リスクとは、市場の金利変動により調達と運用の
利鞘が縮小または逆転することを指す金利リスクや、市場
価格の変動によって損失を被る価格変動リスクなどをいいます。
　市場価格の変動は、当行が損失を被るリスクを内包して
いる反面、一方では、収益を得るチャンスでもあるため、リス
クを回避するだけでなく、安定した収益の実現を含めた
管理体制の整備が重要となっています。
　当行では、「市場リスク管理規程」により管理態勢を定め
たうえで、市場リスク管理の強化に取組んでおります。所管部
である証券国際部においては、有価証券等の市場リスク
を適切に管理するため、自己資本・業務純益等の当行の
体力や収益とのバランスを考慮したうえでポジション枠・損失
限度額等のリスク許容度を設定しております。また、保有す
るポジション等のリスク量管理においては、適正かつ正確な時
価の定期的な計測と把握に努め、VaR（バリュー・アット・リス
ク）等によりリスク量を計量化し、当リスク量についてALM
会議に報告を行っております。
　このうち、株式等にかかるリスクについては、自己資本お
よび株式等の評価益をもとにリスク許容量を設定し管理す
る方針としております。また、日々のポジション・損益を算出し
経営陣に報告するとともに、株式等のリスク量を計測し経営
陣に報告するなど十分なリスク管理を行っております。当行
およびグループ会社が保有している株式等については、6
か月ごとに実施する自己査定を通して正確な実態把握に
努めており、自己査定結果については、監査部にて監査し
ております。
　そのうえで、当行では、リスク統轄部内にALM室を設置し、
預貸金を含めた市場リスクを信用リスクなど他のリスクと一
元的に把握したうえで、これを体力（自己資本）の範囲内に
適切にコントロールすることで安定した収益の確保に努め
ています。このため、ALM室では、「VaR法」、「資産・負債現在
価値の変動額（アウトライヤー基準に基づく金利リスク量）」な
どによりリスク管理・分析を行うほか、さまざまなストレスシナ
リオを前提としたストレステストを実施して、リスクチェックに
活用しています。また、バックテスティング等により、計量化手法
や管理方法の妥当性・有効性についても検証しております。
　さらに、ALM会議では、半期ごとに金利・流動性等リスク
管理方針の見直しを行っております。また、算出した各リス
ク量については、毎月のALM会議において報告するとともに、

資産・負債構成の適正化やリスクへッジ等の対応策を検討す
るなど、戦略的なリスクマネジメントに努めております。

　流動性リスク管理

　流動性リスクとは、資金の運用と調達の期間ミスマッチや
予期しない資金の流出等により資金繰りに支障をきたし、
通常よりも著しく高いコストの資金調達を余儀なくされて、損失
を被るリスク、ならびに市場の混乱等により市場において
取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引
を余儀なくされることにより損失を被るリスクをいいます。
　当行では、資金の運用・調達残高の予想・検証を入念に
行うことにより、資金ポジションの適切な管理を行うとともに、
市場からの調達可能額を常時把握する体制をとり、流動性
リスクに備えております。

　また、流動性ストレステストを定期的に実施し、予期せぬ
資金流出が発生した場合における資金繰りへの影響につ
いても検証を行っております。

　オペレーショナル・リスク管理

　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、
役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、または
外生的な事象により損失を被るリスクをいい、当行では、
①事務リスク、 ②情報セキュリティリスク、 ③法務リスク、 ④人的
リスク、⑤有形資産リスクに分類して管理しております。
　当行では、オペレーショナル・リスク管理の基本方針を
定めた「オペレーショナル・リスク管理規程」に基づき、オペレー
ショナル・リスクを構成する個々のリスクを各リスク主管部が

（平成28年6月29日現在）
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リスク管理の体制

当行のオペレーショナル・リスク管理体制

外
部
監
査

オペレーショナル・リスク会議

オペレーショナル・リスク

事務リスク

○事務部

情報セキュリティリスク
○リスク統轄部（オペレーショナルリスク管理室）

情報リスク
○リスク統轄部

（オペレーショナル
リスク管理室）

事務部

システムリスク
○システム部

証券業務に係る
法務リスク
○証券国際部
　個人営業部
　コンプライア
　ンス統轄部

外国為替業務に
係る法務リスク
○証券国際部
　コンプライア
　ンス統轄部

法務リスク
○コンプライアンス統轄部

人的リスク

○人事部

有形資産リスク

○総務部

○リスク統轄部（オペレーショナルリスク管理室）
事務部、システム部

本部各部室・営業店・グループ会社等の業務運営
※本部各部および営業店等は、担当する業務においてオペレーショナル・リスクの顕在化や管理体制の不備を発見した場合には、オペレーショナル・リスクの各主管部に報告する。

※リスク統轄部は、オペレーショナル・リスクを構成する
　各リスク主管部がとりまとめたリスクを統括管理する。

議　長： 頭取を補佐し、業務全般を総括する役付取締役
副議長： リスク統轄部担当役付取締役、コンプライアンス統轄部担当役付取締役、人事部担当役付取締役、
 総務部担当役付取締役、事務部担当役付取締役、システム部担当役付取締役
議　員： 総合企画部長、広報部長、リスク統轄部長、コンプライアンス統轄部長、営業統轄部長、営業支援部長、個人営業部長、
 公務・地域連携部長、融資審査部長、証券国際部長、人事部長、金融大学校長、総務部長、事務部長、システム部長、
 議員構成部のうち担当役付取締役が議長・副議長を務める部の担当常務執行役員
事務局： リスク統轄部（オペレーショナルリスク管理室）

監
査
役（
会
）
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査
部
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当
役
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締
役
・
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　内
部
管
理
統
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責
任
者

取 締 役 会

常 務 会

指示 報告

（出席）

（出席）

指示

報告

報告

※ ○印…主管部、無印…副主管部
※ オペレーショナル・リスクの種類ごとに主管部を定め、所管リスクの体系的（組織横断的）管理を行う。
※ 各リスク主管部は、本部各部・営業店等からの報告をもとに、リスクの内容・程度について検証・分析し、必要により担当役員、リスク統轄部に報告する。

指示

　信用リスク管理

　信用リスクとは、与信先の経営状態の悪化等により貸出金の
元本や利息が回収できなくなることや有価証券の価値が減少
することで損失を受けるリスクをいいます。このうち、特に、海外の
与信先の属する国における外貨事情や政治･経済情勢等の
変動により損失を受けるリスクをカントリー･リスクといいます。
　当行では、「信用リスク管理規程」により、管理態勢を定
め、また、信用リスクに関する総合的な管理態勢の整備・確
立をはかるため、リスク統轄部担当役付取締役を委員長と
する「信用リスク管理委員会」を設置し、信用リスク管理の
強化に取組んでいます。
　リスク統轄部信用リスク管理室では、内部格付・自己査定制
度、償却･引当など信用リスク管理の企画・統轄を行うとともに
信用リスクの計量的な分析・把握を行っています。加えて、特
定の取引先、特定の業種等に与信が集中していると、環境の
変化等に伴い、大きな損失が発生する可能性があるため、さまざ
まな角度からポートフォリオの状況を分析し、過度な与信集
中が起こらないよう管理しております。信用リスク量や与信
集中状況については、毎月の信用リスク管理委員会に報告
を行っております。
　また、資産の健全性の維持・向上のために、グループ会社
を含め、資産の自己査定を実施し適正な償却･引当を行っ
ているほか、監査部に専門担当部署として資産監査室を
設け、自己査定の実施状況およびこれに基づく償却･引当の
妥当性を監査しております。
　一方で、個別与信管理においては、営業部門から独立した
審査部門として融資審査部を設け、厳格な審査を行っており
ます。与信を行うにあたっては、融資審査部内の格付審査
の担当が与信先の財務状態、技術力、将来性等に基づき債
務者格付の付与を厳格に行い、それを踏まえ、融資案件審査
の担当が資金使途や返済原資と合わせ総合的に返済能
力を判断しております。
　また、行員の階層別の融資業務研修を実施するなど審査
能力の向上にも注力しております。
　あわせて、融資審査部内に経営支援室を設置し、各種の
経営改善支援策を通じて経営不振先の抜本的な事業再生を
図り、当行資産の健全化に取組んでいるほか、自己査定結
果に基づき、与信先に対して、個別に対応方針を策定するととも
に、継続的なモニタリングを通じ、業況の変化に応じた対
応を実施するなど、リスク管理の強化に努めています。

　市場リスク管理

　市場リスクとは、市場の金利変動により調達と運用の
利鞘が縮小または逆転することを指す金利リスクや、市場
価格の変動によって損失を被る価格変動リスクなどをいいます。
　市場価格の変動は、当行が損失を被るリスクを内包して
いる反面、一方では、収益を得るチャンスでもあるため、リス
クを回避するだけでなく、安定した収益の実現を含めた
管理体制の整備が重要となっています。
　当行では、「市場リスク管理規程」により管理態勢を定め
たうえで、市場リスク管理の強化に取組んでおります。所管部
である証券国際部においては、有価証券等の市場リスク
を適切に管理するため、自己資本・業務純益等の当行の
体力や収益とのバランスを考慮したうえでポジション枠・損失
限度額等のリスク許容度を設定しております。また、保有す
るポジション等のリスク量管理においては、適正かつ正確な時
価の定期的な計測と把握に努め、VaR（バリュー・アット・リス
ク）等によりリスク量を計量化し、当リスク量についてALM
会議に報告を行っております。
　このうち、株式等にかかるリスクについては、自己資本お
よび株式等の評価益をもとにリスク許容量を設定し管理す
る方針としております。また、日々のポジション・損益を算出し
経営陣に報告するとともに、株式等のリスク量を計測し経営
陣に報告するなど十分なリスク管理を行っております。当行
およびグループ会社が保有している株式等については、6
か月ごとに実施する自己査定を通して正確な実態把握に
努めており、自己査定結果については、監査部にて監査し
ております。
　そのうえで、当行では、リスク統轄部内にALM室を設置し、
預貸金を含めた市場リスクを信用リスクなど他のリスクと一
元的に把握したうえで、これを体力（自己資本）の範囲内に
適切にコントロールすることで安定した収益の確保に努め
ています。このため、ALM室では、「VaR法」、「資産・負債現在
価値の変動額（アウトライヤー基準に基づく金利リスク量）」な
どによりリスク管理・分析を行うほか、さまざまなストレスシナ
リオを前提としたストレステストを実施して、リスクチェックに
活用しています。また、バックテスティング等により、計量化手法
や管理方法の妥当性・有効性についても検証しております。
　さらに、ALM会議では、半期ごとに金利・流動性等リスク
管理方針の見直しを行っております。また、算出した各リス
ク量については、毎月のALM会議において報告するとともに、

資産・負債構成の適正化やリスクへッジ等の対応策を検討す
るなど、戦略的なリスクマネジメントに努めております。

　流動性リスク管理

　流動性リスクとは、資金の運用と調達の期間ミスマッチや
予期しない資金の流出等により資金繰りに支障をきたし、
通常よりも著しく高いコストの資金調達を余儀なくされて、損失
を被るリスク、ならびに市場の混乱等により市場において
取引ができなかったり、通常よりも著しく不利な価格での取引
を余儀なくされることにより損失を被るリスクをいいます。
　当行では、資金の運用・調達残高の予想・検証を入念に
行うことにより、資金ポジションの適切な管理を行うとともに、
市場からの調達可能額を常時把握する体制をとり、流動性
リスクに備えております。

　また、流動性ストレステストを定期的に実施し、予期せぬ
資金流出が発生した場合における資金繰りへの影響につ
いても検証を行っております。

　オペレーショナル・リスク管理

　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の業務の過程、
役職員の活動もしくはシステムが不適切であること、または
外生的な事象により損失を被るリスクをいい、当行では、
①事務リスク、 ②情報セキュリティリスク、 ③法務リスク、 ④人的
リスク、⑤有形資産リスクに分類して管理しております。
　当行では、オペレーショナル・リスク管理の基本方針を
定めた「オペレーショナル・リスク管理規程」に基づき、オペレー
ショナル・リスクを構成する個々のリスクを各リスク主管部が

（平成28年6月29日現在）
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専門的な立場からそれぞれ管理し、オペレーショナル・リスク
の管理部門であるリスク統轄部がこれを総合的に管理して
います。
　また、オペレーショナル・リスク管理を重要な経営課題の
一つであると位置付け、頭取を補佐し、業務全般を総括する
役付取締役を議長とする「オペレーショナル・リスク会議」を
設置して、オペレーショナル・リスクにかかる問題点を一元的
に管理し、対応策を組織的に協議する体制としています。
　さらにグループ会社も含めてオペレーショナル・リスクを特定・
評価する統制自己評価（ＣＳＡ）を実施しているほか、発生
した損失事象のデータ収集および分析に取組み、年度毎に
認識した課題を取りまとめた「オペレーショナル・リスク管理
プログラム」を策定してリスク管理のＰＤＣＡサイクルを有効
に機能させることで、リスク顕在化の未然防止および顕在化
時の影響極小化に努めています。
　これらの管理態勢について監査部が毎年監査を実施し、
リスク管理上の問題点を把握した場合は、経営へ報告を行い、
本部各部による改善指導を通じて厳正かつ的確な業務
の執行に努めています。
□CSA（Control Self Assessment）　
　銀行業務に内在するリスクを洗い出し、重要性・脆弱性の両面から
リスクコントロールの有効性を評価し、検証する方法。

①事務リスク管理

　事務リスクとは、事務ミスや不正等が起こることに伴って
損失を被るリスクをいいます。当行では、お客さまからの
信用は正確な事務処理からとの考えに基づき、各種
事務手続の規程化や、事務処理の集中化、システムの
活用によるチェック機能の強化により、人為的なミスの
発生や不正の起こりにくい事務処理体制の構築を進めて
います。
　このほか、事務リスクの低減に向けて、本部監査や
自店検査による内部牽制や、臨店指導、集合研修および
eラーニングシステムの利用などにより、「事務事故の未然
防止」、「事務品質（正確かつ迅速な事務水準）の向上」
に取組んでおります。

②情報セキュリティリスク管理

　情報セキュリティリスクとは、情報資産（情報と情報
システム）の安全性（機密性・完全性・可用性）が侵害され
ることにより損失を被るリスクをいい、当行ではこれを
「情報リスク」と「システムリスク」に分類し管理しております。
□情報セキュリティ
　組織固有の情報や情報システムを、①正当に保護し（機密性）、
②真正な状態を保ちつつ（完全性）、③必要時に有効に利用できる
（可用性）状態を確保することをいいます。

　当行はお客さまに関する情報を含め多くの情報を
保有しております。また、情報を取得、蓄積する仕組みとして、
かつ蓄積された膨大な情報を有効に活用するため、
各種の情報システムを構築しております。これらの情報
資産を適切に保護し管理することは当行の社会的責任で
あり、お客さまの保護および利便性向上の観点から極めて
重要であると考えております。
　このような中、当行においても行内LANの利用やインター
ネットの接続等、情報を処理する環境や手段が拡大・
多様化しており、情報漏洩、改ざん、破壊など情報セキュリ
ティ面の脅威に対して、管理体制を強化することが、
極めて重要となっております。
　当行では、これらの状況に対応するため、情報資産の
保護に向けての安全対策に関する基本方針として
「情報セキュリティポリシー」を、また、より具体的な安全対策
基準として「情報セキュリティスタンダード」を制定し、本部・
営業店に情報セキュリティ管理責任者を設置するなど、
万全の管理体制を構築するとともに、お客さまに関する
情報の管理の徹底に努めております。
　また、個人情報保護法や番号法等に基づく個人情報お
よび個人番号の取扱ルールとして「個人情報取扱規程」
を制定し、プライバシーポリシー（個人情報保護宣言）を
定めるなど、当行が保有する個人情報等を適切に保護
する体制のさらなる強化をはかっております。

◇情報リスク管理

　情報リスクとは、「情報」の喪失・改ざん・不正使用・
外部への漏洩等により損失を被るリスクをいいます。

　当行では、お客さまに関する情報を含め保有する
膨大な情報を適切に管理するため、保護すべき
情報を重要度に応じて分類し、重要度が高い情報に
対してはその重要度に応じた管理方法を定めるなど、
情報保護の徹底に努めております。
　また、行内LANにて使用・保存するデータに対し
ては暗号化を施すとともに、アクセス権限も厳格に
管理しております。
　さらには、帳票類の電子化・ペーパーレス化の
推進やICタグを用いて伝票や帳票などの書類の保管
と廃棄を確実に行う「書類集中保管システム」、
文書保存業務をシステム管理する「文書保存台
帳システム」を導入するなど、情報リスクに対しさま
ざまな安全管理対策を積極的に実施しております。

◇システムリスク管理

　システムリスクとは、コンピューターシステムのダウン
や誤作動等、「情報システム」の不備等に伴い損失
を被るリスク、さらにそれらが不正に使用されることに
より損失を被るリスクをいいます。銀行業務の多様化・
高度化や取引量の増加に伴い、コンピューターシステム
は欠くことのできない存在となっていることから、
システムリスクを回避するための安全対策は、お客さま
に質の高いサービスを提供する上で、極めて重要な
ことといえます。当行では、基幹システムを最新の
機能を備えた「地銀共同センター」へ移行しておりますが、
同センターは東西2センターによる相互バックアップ
方式を採用するなどの安全対策を講じております。
また、システム障害発生時の詳細な対応方法やコンピュー
ター犯罪・事故を未然に防止するためのルールを
行内規程等に定め、システムリスクに対し万全の体制
で臨んでおります。

③法務リスク管理

　法務リスクとは、顧客に対する過失による義務違反
および不適切なビジネス・マーケット慣行から生じる損失
（監督上の措置ならびに和解等により生じる罰金、違約金
および損害賠償金等を含む）など、法令違反の行為等に

より損失を被るリスク、およびこれに類するリスクをいいます。
　当行では、コンプライアンスを経営の最重要課題の
一つと位置付け、取締役会で決定した基本方針、コンプラ
イアンス・プログラム等に基づき、体制・規程の整備、行員
教育等を行い、法務リスク顕在化の防止に努めるとともに、
万一、顕在化した場合でも、コンプライアンス委員会等で
管理・協議し、経営への影響を極小化するための対応
策を講ずることとしております。

④人的リスク管理

　人的リスクとは、人事管理上の問題や不適切な職場
労働環境、差別的な行為等により、損失を被るリスクを
いいます。
　当行では、「人的リスク管理規程」を制定し、人的リスク
の適切な管理に取組み、働きやすい職場環境の確保と
健全な職場環境の維持に努めております。

⑤有形資産リスク管理

　有形資産リスクとは、自然災害、社会インフラの停止、
テロ等の外部事象の発生の結果、または業務上の有形
資産の毀損等により損失を被るリスクをいいます。
　当行では、さまざまな事故や災害に備え、「非常事態
対策マニュアル」や「コンティンジェンシープラン」等を
整備するとともに、定期的な点検・訓練を実施することにより、
有形資産リスクの回避、削減に努めております。

　評判リスク管理

　評判リスクとは、お客さまや市場の間で当行の評判が
悪化することにより、損害を被るリスクをいいます。
　当行では、「評判リスク管理規程」を制定し、評判リスク
の軽減策・顕在化防止策・顕在化の恐れがある場合の
対応策等について定め、評判リスクの抑止・極小化に努めて
おります。

リスク管理の体制

リ
ス
ク
管
理
の
体
制

22



専門的な立場からそれぞれ管理し、オペレーショナル・リスク
の管理部門であるリスク統轄部がこれを総合的に管理して
います。
　また、オペレーショナル・リスク管理を重要な経営課題の
一つであると位置付け、頭取を補佐し、業務全般を総括する
役付取締役を議長とする「オペレーショナル・リスク会議」を
設置して、オペレーショナル・リスクにかかる問題点を一元的
に管理し、対応策を組織的に協議する体制としています。
　さらにグループ会社も含めてオペレーショナル・リスクを特定・
評価する統制自己評価（ＣＳＡ）を実施しているほか、発生
した損失事象のデータ収集および分析に取組み、年度毎に
認識した課題を取りまとめた「オペレーショナル・リスク管理
プログラム」を策定してリスク管理のＰＤＣＡサイクルを有効
に機能させることで、リスク顕在化の未然防止および顕在化
時の影響極小化に努めています。
　これらの管理態勢について監査部が毎年監査を実施し、
リスク管理上の問題点を把握した場合は、経営へ報告を行い、
本部各部による改善指導を通じて厳正かつ的確な業務
の執行に努めています。
□CSA（Control Self Assessment）　
　銀行業務に内在するリスクを洗い出し、重要性・脆弱性の両面から
リスクコントロールの有効性を評価し、検証する方法。

①事務リスク管理

　事務リスクとは、事務ミスや不正等が起こることに伴って
損失を被るリスクをいいます。当行では、お客さまからの
信用は正確な事務処理からとの考えに基づき、各種
事務手続の規程化や、事務処理の集中化、システムの
活用によるチェック機能の強化により、人為的なミスの
発生や不正の起こりにくい事務処理体制の構築を進めて
います。
　このほか、事務リスクの低減に向けて、本部監査や
自店検査による内部牽制や、臨店指導、集合研修および
eラーニングシステムの利用などにより、「事務事故の未然
防止」、「事務品質（正確かつ迅速な事務水準）の向上」
に取組んでおります。

②情報セキュリティリスク管理

　情報セキュリティリスクとは、情報資産（情報と情報
システム）の安全性（機密性・完全性・可用性）が侵害され
ることにより損失を被るリスクをいい、当行ではこれを
「情報リスク」と「システムリスク」に分類し管理しております。
□情報セキュリティ
　組織固有の情報や情報システムを、①正当に保護し（機密性）、
②真正な状態を保ちつつ（完全性）、③必要時に有効に利用できる
（可用性）状態を確保することをいいます。

　当行はお客さまに関する情報を含め多くの情報を
保有しております。また、情報を取得、蓄積する仕組みとして、
かつ蓄積された膨大な情報を有効に活用するため、
各種の情報システムを構築しております。これらの情報
資産を適切に保護し管理することは当行の社会的責任で
あり、お客さまの保護および利便性向上の観点から極めて
重要であると考えております。
　このような中、当行においても行内LANの利用やインター
ネットの接続等、情報を処理する環境や手段が拡大・
多様化しており、情報漏洩、改ざん、破壊など情報セキュリ
ティ面の脅威に対して、管理体制を強化することが、
極めて重要となっております。
　当行では、これらの状況に対応するため、情報資産の
保護に向けての安全対策に関する基本方針として
「情報セキュリティポリシー」を、また、より具体的な安全対策
基準として「情報セキュリティスタンダード」を制定し、本部・
営業店に情報セキュリティ管理責任者を設置するなど、
万全の管理体制を構築するとともに、お客さまに関する
情報の管理の徹底に努めております。
　また、個人情報保護法や番号法等に基づく個人情報お
よび個人番号の取扱ルールとして「個人情報取扱規程」
を制定し、プライバシーポリシー（個人情報保護宣言）を
定めるなど、当行が保有する個人情報等を適切に保護
する体制のさらなる強化をはかっております。

◇情報リスク管理

　情報リスクとは、「情報」の喪失・改ざん・不正使用・
外部への漏洩等により損失を被るリスクをいいます。

　当行では、お客さまに関する情報を含め保有する
膨大な情報を適切に管理するため、保護すべき
情報を重要度に応じて分類し、重要度が高い情報に
対してはその重要度に応じた管理方法を定めるなど、
情報保護の徹底に努めております。
　また、行内LANにて使用・保存するデータに対し
ては暗号化を施すとともに、アクセス権限も厳格に
管理しております。
　さらには、帳票類の電子化・ペーパーレス化の
推進やICタグを用いて伝票や帳票などの書類の保管
と廃棄を確実に行う「書類集中保管システム」、
文書保存業務をシステム管理する「文書保存台
帳システム」を導入するなど、情報リスクに対しさま
ざまな安全管理対策を積極的に実施しております。

◇システムリスク管理

　システムリスクとは、コンピューターシステムのダウン
や誤作動等、「情報システム」の不備等に伴い損失
を被るリスク、さらにそれらが不正に使用されることに
より損失を被るリスクをいいます。銀行業務の多様化・
高度化や取引量の増加に伴い、コンピューターシステム
は欠くことのできない存在となっていることから、
システムリスクを回避するための安全対策は、お客さま
に質の高いサービスを提供する上で、極めて重要な
ことといえます。当行では、基幹システムを最新の
機能を備えた「地銀共同センター」へ移行しておりますが、
同センターは東西2センターによる相互バックアップ
方式を採用するなどの安全対策を講じております。
また、システム障害発生時の詳細な対応方法やコンピュー
ター犯罪・事故を未然に防止するためのルールを
行内規程等に定め、システムリスクに対し万全の体制
で臨んでおります。

③法務リスク管理

　法務リスクとは、顧客に対する過失による義務違反
および不適切なビジネス・マーケット慣行から生じる損失
（監督上の措置ならびに和解等により生じる罰金、違約金
および損害賠償金等を含む）など、法令違反の行為等に

より損失を被るリスク、およびこれに類するリスクをいいます。
　当行では、コンプライアンスを経営の最重要課題の
一つと位置付け、取締役会で決定した基本方針、コンプラ
イアンス・プログラム等に基づき、体制・規程の整備、行員
教育等を行い、法務リスク顕在化の防止に努めるとともに、
万一、顕在化した場合でも、コンプライアンス委員会等で
管理・協議し、経営への影響を極小化するための対応
策を講ずることとしております。

④人的リスク管理

　人的リスクとは、人事管理上の問題や不適切な職場
労働環境、差別的な行為等により、損失を被るリスクを
いいます。
　当行では、「人的リスク管理規程」を制定し、人的リスク
の適切な管理に取組み、働きやすい職場環境の確保と
健全な職場環境の維持に努めております。

⑤有形資産リスク管理

　有形資産リスクとは、自然災害、社会インフラの停止、
テロ等の外部事象の発生の結果、または業務上の有形
資産の毀損等により損失を被るリスクをいいます。
　当行では、さまざまな事故や災害に備え、「非常事態
対策マニュアル」や「コンティンジェンシープラン」等を
整備するとともに、定期的な点検・訓練を実施することにより、
有形資産リスクの回避、削減に努めております。

　評判リスク管理

　評判リスクとは、お客さまや市場の間で当行の評判が
悪化することにより、損害を被るリスクをいいます。
　当行では、「評判リスク管理規程」を制定し、評判リスク
の軽減策・顕在化防止策・顕在化の恐れがある場合の
対応策等について定め、評判リスクの抑止・極小化に努めて
おります。
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リスク管理の体制 地域のみなさまとともに ～地域社会の持続的な発展に寄与するために～

当行の危機管理態勢

＊平常時においては、ＢＣＰに基づく危機管理態勢を見直し、改善するための年間計画として業務継続管理プログラムを策定し、
体制整備を図っております。また、危機発生時においては、非常事態対策本部等を設置し、被災シナリオごとに作成した業務
継続マニュアル、業務継続手順書に基づき、早期の業務復旧を目指します。

業務継続の基本方針
　京都銀行は、自然災害・感染症の蔓延・事故災害・人為的災害等による大規模な被害発生により、当行の業務継続が
脅かされる危機発生時において、速やかに業務の復旧を図るため、以下の方針を定めます。

○被災地等の地域住民の皆さまの生活や経済活動の維持のため、金融サービスの継続に努めます。
○金融決済機能を維持し、経済活動の混乱を抑制することに努めます。
○役職員の安全を確保するとともに、業務の停止に伴うお客様からの信認低下など、当行の経営面の影響を軽減します。

　緊急事態への対応

　犯罪、地震・火災等の災害、システム障害等の発生や
金融不安、情報セキュリティリスク、市場リスク等諸リスクの
顕在化等の突発的な事象に対処していくため、「非常事態
対策本部設置規程」等を制定しており、緊急事態発生時には
「非常事態対策本部」を設置し、一元的に指揮・命令を行う
体制としています。具体的な対応手順として「コンティンジェン
シープラン」を整備し、それに基づく訓練や見直しを定期的に
行うことで対応強化をはかっております。

　また、万一の大規模な自然災害、感染症の蔓延等の
危機発生時において、早期に被害の復旧を図り、必要最低限
の業務を継続するための業務継続計画(BCP)として「災害
等危機管理規程」を制定し、地域住民のみなさまの生活や
経済活動維持に努めること等を｢業務継続の基本方針｣と
して、大規模地震や新型インフルエンザ発生を想定した
詳細なマニュアル・手順書を策定するなど、より強固な危機
管理態勢の構築に向けた取組みを進めております。

災 害 等 危 機 管 理 規 程（BCP）

業務継続管理プログラム（BCM） 業務継続マニュアル（CM）
（被災シナリオ毎に作成）

業務継続手順書
（被災シナリオ毎に作成）

平時より危機管理体制を構築しておくことが必要であるため、平常時における業務継続体制（Business Continuity Management:BCM）を構築すると共に、
危機発生時を想定した危機管理（Crisis Ｍanagement:CM）マニュアル、及び業務継続計画（Business Continuity Plan:BCP）を策定する。

⒈ 総則（業務継続の基本方針） 
⒉ 業務継続計画(BCP)
　　(1)業務継続計画(BCP)
　　(2)業務継続体制(BCM)
　　(3)業務継続計画(BCP)の想定すべき
　　　  危機事例（被災シナリオ）

　　(4)重要業務選定基準
　　(5)当行の重要業務
　　(6)目標復旧時間
　　(7)危機管理マニュアル
　　　  （業務継続マニュアル・業務継続手順書）

業務継続の実効性を高めるため、次の事項を業務継続管理プログラム
として策定し、業務継続体制の整備を行う。

    1.業務継続計画（BCP）の見直し
     （１）業務継続体制（BCM）の見直し
     （２）危機管理体制（CM）の見直し
    2.業務継続計画（BCP）の教育・訓練

１．被災シナリオ及び被害想定
２．業務継続の基本計画
    （１）災害発生後の対応
    （2）重要業務の選定
    （3）危機管理体制(CM)
    （4）優先稼動店舗の設定
    （5）代替拠点の場所
    （6）情報の収集・発信体制
    （7）関連会社との連携
    （8）緊急対応業務・復旧対応業務

１．重要業務の作業手順
２．緊急・復旧対応業務の
　　作業手順

コンティンジェンシープラン

⒊ 平常時における業務継続体制(BCM）
⒋ 危機発生時における危機管理体制(CM)

審議・策定・管理 対　応

オペレーショナル・リスク会議 非常事態対策本部
準非常事態対策会議

（実行組織） （実行組織）

（平　 常　 時） （危　機　発　生　時）

　京都銀行では、創業以来「地域社会の繁栄に奉仕する」を
経営理念として掲げ、地域の産業育成や環境問題への取組み
等さまざまな形で地域貢献の役割を担ってまいりました。
　金融情勢や社会環境の変化によりお客さまのニーズは
ますます多様化しておりますが、地域金融機関における本来

の役割は、本業である銀行業務を通じて地域経済・社会の発展
に貢献していくことであるとの認識のもと、地域とともに
持続的な発展を目指してまいりたいと考えております。
　また、地域の皆さまからのご理解と信頼を得られますよう、
当行の取組みについて情報を開示してまいります。

京都銀行は、本店を置く京都府とそれに隣接する滋賀県、大阪府、奈良県、兵庫県の二府三県において、
地域に密着した営業を展開しております。
本誌における当行の地域の預金・貸出金等各種計数につきましては、京都府、滋賀県、大阪府、奈良県、兵庫県内各店舗の合計で開示しています。

地域の定義

　当行は、地域密着型金融の基本方針を｢積極的なコンサル
ティング機能の発揮により、中小企業者の経営安定・成長発展
を支援し、地域経済の活性化に貢献する｣と定め、積極的に
地域密着型金融の推進をはかってまいりました。

　当行は平成２８年６月に、地域活性化・地方創生に関係する
部署を集約した専担部署「公務・地域連携部」を新設しました。
「公務･地域連携部」は、地方公共団体ならびに地域における
さまざまな関係団体等と連携し、地域の中小企業等に対する
成長支援など、広く地方創生および地域密着型金融全体に
つながる取組みを積極的に展開し、地域活性化を推進して
まいります。

金融円滑化への取組みについて
　当行では、｢金融円滑化管理に関する方針｣（※）を定め、全行をあげ金融の円滑化を推進しております。
　これからも地域金融機関として、適切かつ積極的な金融仲介機能を発揮し、お客さまへの円滑な資金供給や資金繰りに
関するご相談ならびに返済計画見直し等のご相談について、公正、迅速、丁寧な対応に努めてまいりいます。

地域貢献に関する考え方

「地域密着型金融」の取組方針
地域密着型金融の基本方針ならびに中期経営計画における位置付け

取組態勢

（※）当行ホームページで公表しております。

　平成２６年度にスタートさせた第５次中期経営計画｢ビジョン
７５ いい銀行づくり｣（平成２６年度～２８年度）においては、
企業の成長を促すコンサルティング機能の強化や地域経済の
活性化支援等に取組むことにより｢地域密着型金融の深化｣を
はかっております。

　また、営業支援部には、新たに法人・個人事業者向けの各種
商品やグループ会社取引等を推進する「営業サポート室」を
設置し、事業性の取引を一体的に推進する体制としました。
　加えて、経営基盤・営業エリアが異なる地方銀行（当行を
含む９行）が連携・協力する「地域再生・活性化ネットワーク」を
活用し、従来単一の銀行ではできなかった、より付加価値の
高いサービスの提供も行ってまいります。

解決策
の

提案・
実行

課題・ニーズの把握

 
 

顧客企業

営
業
店

証券国際部 アジアデスク 海外進出支援

融資審査部 経営支援室 経営改善・事業再生支援

・
・
・

・新製品・新技術の開発
・販売先や仕入先の開拓
・海外展開
・事業再編、他社の買収
・外部資本の導入
・後継者への円滑な事業承継
・経営や社内事務の効率化
・社員教育・人材育成

解決策の
検討・実行
をサポート 連

携

公務・地域連携部
地域活性化室

観光支援室

成長産業支援・新産業創出等支援
ビジネスマッチング支援
ベンチャー・新事業支援
観光産業支援

営業支援部
営業サポート室

Ｍ＆Ａ推進室

事業承継業務
ＡＢＬ対応、ファンド業務
Ｍ＆Ａ支援

リ
ス
ク
管
理
の
体
制
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